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組合活性化

　協同組合に求められる真の地域貢献は、組合員が組合事業を活用して、自らの経営改善・革新と経営基盤の
強化などを実現し、経営の安定と収益の向上、そして企業成長を果たすことにある。その結果、雇用の安定と拡
大、確実な納税がなされることで、地域経済に貢献をすることにある。しかし、中小企業と組合を取り巻く課題は、
経済問題だけでは無く、福祉、環境、安全、健康など多義にわたってきた。
　従って、今日の組合に求められる地域貢献は、経済的な取組から地域の社会的分野へと拡大している。だから
こそ、組合も理念や運営方針の中に、社会的問題の解決に取り組む姿勢を明確化する必要がある。
　実際、地域社会の発展に貢献する組織を運
営方針とする地域貢献志向組合と、そうではな
い普通の組合別に共同事業が組合員に与えるメ
リットと課題の違いをみていくと（表参照）、地
域貢献志向組合は普通の組合よりも、全般的に
メリットを組合員に与えている割合が高い。ちな
みに、地域貢献志向組合と普通の組合との間で
10％以上の差が有るメリットとして、組織管理
面では「経営者の資質向上」「福利厚生の増進」、
財務面では「対外信用力の向上」「財務管理の
指導・強化」、市場戦略面では「情報収集・分
析能力の向上」「取引条件の向上」「集客力・
販売力の向上」「製品（サービス）の知名度向
上」、開発・生産面では「新技術の開発」「新
製品の開発」、社会貢献面では「地域社会への
貢献」「業界の体質改善」「環境問題への対応」となっている。
　以上のような結果が出た理由は、地域貢献志向組合では、組合員が他社と協力しあって、企業群で日常的に
創造的な活動をしていこうとする意欲が高いからである。その結果、普通の組合よりも共同事業が組合員によっ
て積極的に活用されるため、大きなメリットが生み出されているといえる。
　例えば、高崎卸商社街協同組合では、経営環境の悪化に伴い転廃業する組合員が増え、その跡地で団地機能
に相応しくない乱開発が行われるようになった。また、団地の隣接地にＪＲの新駅が開業することも確定していた。
そこで、組合は地元自治体と協力し、団地内に必要な卸売機能を守ると同時に、乱開発を防止し、組合員の多
様な事業展開を可能とする「地区計画」を、2004年に施行した。この計画の実施までには紆余曲折もあったが、
組合員の危機意識と連帯感、街の価値を向上させたいとする思いが一致し、実現に至った。現在、街づくりをルー
ル化したことで、ホテル、風俗営業などの用途制限、屋外広告の規制を行っている。さらに、大学や企業の誘致
も実現でき、新駅開業と商業施設を併設したマンションや老人ホームなどの進出も進み、日中の人通りも多くなっ
た。とりわけ、組合員が卸売業を基盤としつつ、小売業への進出も図るなど、組合員の新事業展開も進みつつある。
　事例のように、今後、組合が地域貢献を実現し、活性化した組合として展開していくためには、①組合の運営
方針として地域貢献を掲げること、②組合員が協力しあって、企業群で創造的な活動ができるような共同事業を
展開すること、③危機感の共有と解決すべき課題の発見と解決策の模索を行い、地域活性化に繋がる事業を地
域の実情から発見することが求められよう。
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